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調査の概要

統計数値については、各表示単位未満を四捨五入したため、合計値と内訳の計が

一致しない場合がある。

各統計表の増減率、構成比は原数の値により算出している。

表中の「△」は減少したものを示している。
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調査結果の概要

農林業経営体

農林業経営体数 単位：経営体

農業経営体 林業経営体

農業経営と林業経営の両方を営んでいる経営体があるため、農業経営体数と

林業経営体数の合計と農林業経営体数は一致しない。

農林業経営体数の推移

△ 22.1 △ 22.0 △ 60.9 

Ⅰ

１

【図1】

１】【表

農林業経営体

29,186 1,174

37,474

22,489

△ 22.9 

36,801

22,204

△ 22.6 

28,699

農林業経営体数（令和７年２月１日現在）は22,489経営体で、５年前に比べ6,697経営体
(22.9％)減少した。
このうち、農業経営体は22,204経営体で、6,495経営体(22.6％)減少し、林業経営体は
672経営体で、502経営体(42.8％)減少した。

  令和2年/平成27年

  令和7年/令和2年

増減率（％）

令和７年

注：

令和２年

平成２７年

区　分
林業経営体

3,004

農業経営体

672

△ 42.8 

37,474 
36,801 

3,004 

29,186 28,699 

1,174 

22,489 22,204 

672 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

農林業経営体 農業経営体 林業経営体

平成２７年

令和２年

令和７年

（経営体）
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農業経営体

農業経営体数

農業経営体数 単位：経営体

法人化している農業経営体数

農業経営体

①＋②

36,801

28,699

個人経営体

①

36,244

28,047

-

21,491

２

農業経営体のうち、個人経営体数は21,491経営体で、５年前に比べ6,556経営体
(23.4％)減少し、団体経営体数は713経営体で、61経営体(9.4％)増加した。
また、団体経営体のうち、法人経営体数は607経営体で、69経営体(12.8％)増加し、
団体経営体に占める法人経営体の割合は85.1％となった。

557

区　分

平成２７年

607

652 538

【表

増減率（％）

２】

28.1 

12.8 

△ 22.6 

（１）

【図

法人経営体

420

713

団体経営体
団体経営体
に占める

法人割合(％)

75.4

82.5

85.1

△ 23.4 -

②

令和7年/令和2年

令和７年

令和２年

17.1 

9.4 

令和2年/平成27年

22,204

△ 22.0 

２】

△ 22.6 

75 
102 104 

256 

345 

450 

89

91

53

0

100

200

300

400

500

600

700

平成27年 令和2年 令和7年

その他

会社法人

農事組合法人

（経営体）

420 

538 

607 
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経営耕地面積

１農業経営体当たりの経営耕地面積 １農業経営体当たりの経営耕地面積

単位：ha

経営耕地面積規模別の農業経営体数

経営耕地面積規模別の農業経営体数 単位：経営体

増減率（％）

経営耕地面積規模別農業経営体数の増減率（前回比）

3.6

全国 岡山県

平成２７年

令和２年

令和７年

区　分

1.1

1.3

1.5

2.5

3.1

【表

85

69506

23.2 

△ 22.0 

△ 22.6 △ 5.3 64.0 

24.3 87.5 68.3 △ 21.4 △ 0.2 

△ 24.9 △ 20.2 0.6 

5～10ha

507

509

36,801

1～5ha

10,139

6,361

7,967

10～20ha

214

252

20～30ha

40

123

（２）

（３）

30ha以上

41

４】

266 75

1ha未満

22,204

計

28,699 19,816

14,874

【図

令和７年

令和2年/平成27年

令和7年/令和2年

経営耕地のある農業経営体の１経営体当たりの経営耕地面積は1.5haで、５年前に比べ0.2ha
（15.4％）増加した。

３】 【図３】

経営耕地面積規模別に農業経営体数の増減率をみると、５年前に比べ５～10ha層と
20ha以上層で農業経営体数が増加した。

【表４】

区　分

平成２７年

令和２年

25,860

△ 23.4 

0.4 

0.6 

0.8 

0.7 

0.7 

0.7 

0 0.5 1 1.5 2

平成27年

令和2年

令和7年

うち借入耕地面積

うち除く借入耕地面積

(ha)

△ 24.9 
△ 20.2 

0.6 

△ 5.3 

64.0 

23.2 

-70

-50

-30

-10

10

30

50

70

1ha未満 1～5ha 5～10ha 10～20ha 20～30ha 30ha以上

(%)

1.5 

1.3 

1.1 
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経営耕地面積規模別の経営耕地面積

経営耕地面積規模別の経営耕地面積割合　【図５】

（４）
農業経営体の経営耕地面積を規模別にみると、20ha以上の農業経営体は全体の20.9％
となり、５年前に比べ6.8ポイント増加した。

1ha未満
35.2 %

1ha未満
29.6 %

1ha未満
24.3%

1～5ha

41.0 %

1～5ha

37.2 %

1～5ha

34.0 %

5～10ha

8.3 %

5～10ha

9.3 %

5～10ha

10.3 %

10～20ha

7.1 %

10～20ha

9.8 %

10～20ha

10.4 %

20～30ha

2.3 %

20～30ha

4.8 %

20～30ha

8.6 %

30～50ha

2.5 %

30～50ha

4.6 %

30～50ha

6.5 %

50～100ha

1.4 %

50～100ha

2.8 %

50～100ha

4.2 %

100ha以上
2.2 %

100ha以上
1.9 %

100ha以上
1.6 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成27年

令和2年

令和7年

【20ha以上： %】8.4

【20ha以上： %】

【20ha以上： %】14.1

20.9
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水稲作付面積規模別の農業経営体数

水稲作付面積規模別の農業経営体数 単位：経営体

増減率（％）

水稲作付面積規模別農業経営体数の構成割合

△ 25.1

△ 31.7

6,924

△ 32.4

17,294

△ 24.9 △ 18.1

12.6

△ 25.0

7,641

5,738

△ 27.9

△ 8.2△ 4.7

2,835

16.1△ 6.7

457

2～
3ha

658

741

706

88.5

10ha
以上

122

1～
2ha

3,711

5～
10ha

266

14.8

344

370

29.3

7.6

230

264

3～
5ha

429

498

（５）
販売目的で水稲を作付けした農業経営体数は17,294経営体で、５年前に比べ5,756経営体
（25.0％）減少した。
また、水稲作付面積規模別に農業経営体数の増減率をみると、５ha未満の各層では減少し、
５ha以上層では増加した。

区　分

平成２７年

令和２年

【表５】

3,461

10,60114,993

10,135

0.5ha
未満

計
0.5～
1ha

30,780

23,050

【図６】

令和７年

  令和2年/平成27年

  令和7年/令和2年

0.5ha未満
48.7 %

0.5ha未満
44.0 %

0.5ha未満
40.0%

0.5～1ha

34.4 %

0.5～1ha

33.1 %

0.5～1ha

33.2 %

1～2ha

12.1 %

1～2ha

15.0 %

1～2ha

16.4 %

2～3ha

2.1 %

2～3ha

3.2 %

2～3ha

4.1 %

3～5ha

1.4 %

3～5ha

2.2 %

3～5ha

2.6 %

5～10ha

0.9 %

5～10ha

1.5 %

5～10ha

2.1 %

10ha以上
0.4 %

10ha以上
1.0 %

10ha以上
1.5 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成27年

令和2年

令和7年
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農産物販売金額規模別の農業経営体数

農産物販売金額規模別農業経営体数の増減率（前回比）

経営耕地面積の状況

農産物販売金額１位の部門別経営体数

農産物販売金額１位の部門別農業経営体数の構成割合

（６）
農産物販売金額規模別に農業経営体数の増減率をみると、５年前に比べ500万円以上層で農業
経営体数が増加した。

【図７】

【図８】

（７）

農産物販売金額１位の部門別に農業経営体数の構成割合をみると、稲作が72.7％となり、５年前
に比べ1.5ポイント減少した。一方、果樹類が2.1ポイント増加した。

（４）△ 34.1

△ 21.5

△ 6.6

5.2
9.8 8.9

32.1

12.7

-40

-30

-20

-10

0

10
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30

40

50万円未満 50～
100

100～
500

500～
1000

1,000～
3,000

3,000～
5,000

5,000～

１億円

1億円以上

(%)

稲 作 75.7 %

稲 作 74.2 %

稲 作 72.7 %

露地野菜 5.4 %

露地野菜 5.3 %

露地野菜 5.4 %

施設野菜 1.7 %

施設野菜 1.9 %

施設野菜 2.0 %

果樹類 10.9 %

果樹類 12.2 %

果樹類 14.3 %

畜産 1.8 %

畜産 2.0 %

畜産 1.8 %

その他 4.5 %

その他 4.4 %

その他 3.8 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成27年

令和2年

令和7年

（販売なしを含む）
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青色申告を行っている農業経営体数

青色申告を行っている農業経営体数 単位：経営体

データを活用した農業を行っている農業経営体数

データを活用した農業を行っている農業経営体数 単位：経営体

38.1 20.8 13.8

  令和7年/令和2年 △ 22.6

【表

区分 計

3,357 941 20,215

△ 0.3 10.6 △ 8.5

70.4100.0

△ 19.1

4,629 3,072 761

8,484 4,186

青色申告を行っている 青色申告を
行っていない小計 正規の簿記 簡易簿記 現金主義

総数 22,204 6,900 6,089 2,292

７】

（９）
データを活用した農業を行っている農業経営体数は6,900経営体で、農業経営体に占める
割合は、31.1％となった。
また、団体経営についてみると、データを活用した農業を行っている農業経営体数は420
経営体で、団体経営体に占める割合は58.9％となった。

△ 32.0

増減率（％）

29.6 14.6 11.7 3.3

令和７年 3.4 61.9100.0

（８）
青色申告を行っている農業経営体数は8,462経営体で、５年前に比べ22経営（0.3％）
減少した。このうち、正規の簿記を行っている農業経営体数は4,629経営体で、
443経営体（10.6％）増加した。

６】

小計
（実数）

気象・市況
等のデータ
を見て農業

農作業履歴
等のデータ
をパソコン
等で記録

機器・セン
サーを用い
て生育状況
等のデータ
を計測・取
得し分析

データ分析
を活用した
営農上の
サービスや
サポートを
利用

令和２年 28,699

令和２年

構成比（％）

22,204令和７年 13,7428,462

区分 計

データを活用した農業を行っている（複数回答）

データを
活用した

農業を行っ
ていない

【表

375 531 15,304

個人経営体 21,491 6,480 5,759 2,043 278 454 15,011

97 77 293団体経営体 713 420 330 249

構成比（％）

13.6 10.8 41.1団体経営体 100.0 58.9 46.3 34.9

1.7 2.4 68.9

個人経営体 100.0 30.2 26.8 9.5 1.3 2.1 69.8

総数 100.0 31.1 27.4 10.3
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主副業別農業経営体数（個人経営体）

主副業別農業経営体数（個人経営体）

 注 ：（　）内は個人経営体数に占める割合（％）である。

（１０）

農業経営体のうち個人経営体を主副業別にみると、主業経営体は2,646経営体で、５年前に
比べ177経営体(6.3％)の減少、準主業経営体は2,214経営体で、1,193経営体(35.0％)の
減少、副業的経営体は16,631経営体で、5,186経営体(23.8％)の減少となった。
なお、個人経営体の構成割合は、主業経営体が12.3％、準主業経営体が10.3％、副業的
経営体が77.4％となった。

【図９】

主業経営体
3,413 (9.5) 

主業経営体
2,823 (10.1) 

主業経営体
2,646 (12.3) 

準主業経営体
5,741 (15.9) 

準主業経営体
3,407 (12.1) 

準主業経営体
2,214 (10.3) 

副業的経営体
26,923 (74.6) 

副業的経営体
21,817 (77.8) 

副業的経営体
16,631 (77.4) 

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000 40,000

平成27年

令和2年

令和7年

36,077 

28,047 

21,491 
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農業労働力

農業労働力 単位：人

注１ ： 役員・構成員の値は、農業に150日以上従事した人数（経営主を含む。）である。
２ ： 常雇いとは、農業に年間７か月以上の契約で雇った人をいう。

年齢別基幹的農業従事者数（個人経営体） 単位：人

年齢別基幹的農業従事者数（個人経営体）の推移

63.7

2,062

2,498

4,090

21.1

19.4 0.6 

増減率（％）

  令和2年/平成27年

  令和7年/令和2年

【表８】

基幹的農業従事者 常雇い役員・構成員区　分

△ 20.9

1,798

1,164

1,659

△ 35.3

42.5

37,715

29,253

23,143

△ 22.4

82.1

81.1

計

37,715

29,253

23,143

100

100

100

141 534 876 1,442 2,229 24,031

18,763

0.6 2.0 4.2 

2,137

９】

【図 １０】

（１１）

令和２年

令和７年

令和２年

令和７年

平成２７年

令和２年

令和７年

農業経営体のうち個人経営体の基幹的農業従事者（自営農業を主な仕事としている世帯員）は
23,143人で、５年前に比べ6,110人（20.9％)減少した。
また、基幹的農業従事者に65歳以上(18,763人)が占める割合は81.1％で、5,268人（21.9％)
減少した。

29歳
以下

30～39 40～49 50～59

12,174 6,510

10,435 5,045

65～69

78.8

5.9 

構成比（％）

973 1,423 1,362

215 529 874

150 472

60～64区　分

平成２７年

65歳以上

小計

29,714

70～79 80歳以上

7,307 14,594

21.8 6.1 

7,813

14.2 45.1 

平成２７年

5,347

3,283

38.7 20.7 

0.5 1.8 3.0 4.9 7.6 18.3 41.6 22.3 

2.3 5.7 11.3 1.4 

4,246

【表

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

15 ～

29歳

30 ～
34

35 ～
39

40 ～
44

45 ～
49

50 ～
54

55 ～
59

60 ～
64

65 ～
69

70 ～
74 

75 ～
79

80 ～
84

85歳

以上

平成27年 令和2年 令和7年

（人）

- 9 -



林業経営体

林業経営体数

林業経営体数 単位：経営体

保有山林面積規模別林業経営体数の構成割合

保有山林面積規模別林業経営体数の構成割合

（２）
保有山林面積規模別に林業経営体数の構成割合をみると、10ha未満が49.6％、
次いで10～20haが24.0％、20～30haが8.8％となった。保有山林面積が10ha以上
ある林業経営体が全体の50.5%を占め、５年前に比べて2.5ポイント増加した。

【表

【図 １１】

-

区分

平成２７年

令和２年

令和７年

増減率（％）

  令和2年/平成27年

  令和7年/令和2年

82

64

39.2

56.6

61.0

-

３

（１）
林業経営体のうち、個人経営体は567経営体で、５年前に比べ462経営体(44.9％)減少
した。一方、団体経営体は105経営体で、40経営体(27.6％)減少した。
団体経営体に占める法人経営体の割合は61％で、4.4ポイントの増加となった。

団体経営体
に占める

法人割合(％)

１０】

105672 567

2,787 217

1,029 145

3,004

1,174

85

林業経営体
①＋②

個人経営体
①

団体経営体
② 法人経営体

△ 27.6

△ 60.9 △ 63.1 △ 33.2 △ 3.5

△ 22.0△ 42.8 △ 44.9

10ha未満
1,911 (63.6) 

10ha未満
611 (52.0) 

10ha未満
333 (49.6) 

10～20ha

649 (21.6) 

10～20ha

285 (24.3) 

10～20ha

161 (24.0) 

20～30ha

207 (6.9) 

20～30ha

104 (8.9) 

20～30ha

59 (8.8) 

30～50ha

128 (4.3) 

30～50ha

87 (7.4) 

30～50ha

56 (8.3) 

50～100ha

63 (2.1) 

50～100ha

42 (3.6) 

50～100ha

31 (4.6) 

100ha以上
46 (1.5) 

100ha以上
45 (3.8) 

100ha以上
32 (4.8) 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成27年

令和2年

令和7年

48.0 

【10ha以上： ％】50.5 

【10ha以上： ％】36.4 

【10ha以上： ％】
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調査の概要

調査の目的

調査の期日

調査の対象

調査票配布数、有効回答数及び有効回答率

その他

Ⅱ

１

２

３

令和7年2月1日

農林業センサスは、統計法に基づく基幹統計調査
＊

として、農林業の生産構造及び、就業構造
の実態等を把握することにより、農林行政の推進に必要な基礎資料を整備することを目的とする。
　＊基幹統計調査：国勢統計、国民経済計算その他国の行政機関が作成する統計のうち総務大臣が指定する
　　　特に重要な統計調査

５

農林水産省ホームページ「統計情報」内「農家数、担い手、農地に関する統計」の
「農林業センサス」を参照
https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/noucen/index.html

農林業経営体

調査票 調査票 ％

農林業経営体調査 22,739 22,376 98.4

区　分 調査票配布数 有効回答数 有効回答率

４
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